
１． 食料自給率に関する農林水産省の取組み

小倉健一郎

近年，途上国の人口増加と経済発展，地球規模での気候変動
の影響，バイオ燃料仕向作物の需要拡大等の要因によって，中
長期的には世界の食料需給はひっ迫すると見通されている。ま
た，わが国のカロリーベースの食料自給率は主要先進国の中で
も最低水準の４０％であり，将来的に食料を安定的に確保して
いくためには，国内生産を基本とし輸入と備蓄を適切に組み合
わせていくことが重要である。国内生産を充実させるために
は，農地・農業用水，農業者，技術といった食料自給力を構成
する個々の要素につき，現状を分析し，実効ある対策を講じ，
その結果食料自給率の向上が図られることが大切である。本報
においては，食料自給率向上に係る農林水産省の取組みについ
て報告する。

（水土の知７７―９，pp．３～６，２００９）
食料自給率，食料自給力，食料需給，食料・農業・農村

基本計画，政策目標，国内生産

２． 水田の高度利用を可能とする
地下水位制御システム FOEAS

若杉 晃介・藤森 新作

食料自給率の向上へ向け，水田農業においては，担い手農家
への一層の農地集積を図り，経営規模拡大と大区画化，省力的
栽培技術の普及，田畑輪換による麦や大豆，飼料作物等の増産
を図ることが緊急課題となっている。こうした課題への対応技
術として，近年開発された，地下水位制御システム FOEAS
（フォアス）は暗渠排水機能と地下灌漑機能を併せ持ち，湿害
と干ばつ害を回避するとともに，転作作物に最適な地下水位を
維持でき，高品位安定多収を可能とする。本報では，FOEAS
の概要を説明するとともに，実際に FOEASを導入した現地圃
場における転作時，および水稲栽培時の営農へ与える効果につ
いてまとめた。

（水土の知７７―９，pp．７～１０，２００９）
地下灌漑，水田汎用化，安定多収，節水技術，適期適

作，FOEAS
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食料自給力の向上に向けた農業農村工学

特集の趣旨
近年，わが国における供給熱量ベースの総合食料自給率は４０％と横ばいで推移しており，主要先進国の中で最低の水
準となっています。
昭和４０年度には７３％であった食料自給率は，高度経済成長期を経て国民の食生活が多様化し，消費品目の構成も大
きく変わってきたことなどが主な要因となり，低下傾向が続いてきました。
一方，昨今の輸入食料品等の薬物混入問題など，食の安全に対する国民の意識は変わってきています。また，世界的な
人口増や開発途上国の経済発展等により，中長期的には世界の食料事情もひっ迫する可能性があると見込まれています。
このような背景のもと，持続可能な国内生産を維持・増進し，国民に対し良質な食料の安定的な供給を確保するために
は，国内の農業生産の増大・食料自給率の向上は重要であると考えられます。
平成１７年３月に策定された「食料・農業・農村基本計画」においては，食料自給率の向上に向け，国だけでなく，地
方公共団体，農業者・農業団体，食品産業事業者，消費者・消費者団体といった関係者が重点的に取り組むべき課題や，
関係者の役割を明示し，官民を挙げて関係者一体となった計画的な取組みを推進することとされ，平成２７年度の食料自
給率の目標を供給熱量ベースで５０％（当初は４５％）と定めています。
同基本計画では，食料，農業および農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策として，「食料の安定供給の確保」，

「農業の持続的な発展」，「農村の振興」，「団体の再編整備」が掲げられています。これらの中で，特に「食料の安定供給
の確保」「農業の持続的な発展」の施策においては，優良農地の確保と有効利用，農業生産基盤の整備や農地・農業水利
施設等の適切な更新・保全管理など，農業農村工学が果たすべき使命はきわめて大きいといえます。
本小特集では，食料自給率の向上に向けた取組みを紹介します。



３． 飼料用稲の特性と耕作放棄地への導入

松村 修

現在，１９を超える多収水稲品種が飼料用等に利用可能とし
て育成されている。これらの品種は７００kg/１０a以上の粗玄米
収量を得る能力を有し，中には８００～９００kg/１０aを示すもの
もある。低コスト栽培に必要な直播適性を備えているものも多
く，これらは直播条件下でも移植栽培と遜色ない収量を示す。
飼料用稲を栽培するに当たっては，多肥栽培で多収を得ること
と，直播栽培などの低コスト栽培で生産費を低減することが重
要である。直播栽培では収量性の向による単位重量当たり生産
費をの低減が課題である。耕作放棄水田や休耕水田に飼料用稲
を導入するには，①導入作目，②導入品種，③水管理，④団地
化，⑤省力・省作業の限度，⑥食用稲への配慮，⑦輸送コス
ト，について考慮する必要がある。佐渡市休耕田での導入実証
試験で，寒冷地の条件不利地でもある程度の多収と直播栽培が
可能であることが示された。

（水土の知７７―９，pp．１１～１４，２００９）
飼料用稲，稲WCS，飼料米，多収水稲，耕作放棄地，

休耕田

４．「新聞ブログ」を使った食料自給率向上キャンペーン

松野 良一

農林水産省が主催する「食料自給率向上に向けた国民運動推
進事業」（「FOOD ACTION NIPPON）において，２００８年度
に行った「新聞ブログ」を使ったキャンペーンに関する報告。
「新聞ブログ」は，ブログに記事と写真を入力するとWeb上
に新聞風のレイアウトで表示されるもので，印刷すれば新聞と
して配布できる。同キャンペーンには，全国の１４都道府県１５
小学校の５６２人の児童が参加。自らの町から「地域の食」を
Web上で発信した。さらに「新聞ブログ」を体験した児童の
代表ら２１人が，食料自給率向上のための提言書をまとめ農水
大臣と官房長官に手渡した。最後に企画の基礎となった「コ
ミュニケーション・デザイン」「シビックプライド」の概念に
ついて解説した。 （水土の知７７―９，pp．１５～１９，２００９）

新聞ブログ，食料自給率，コミュニケーション・デザイ

ン，シビックプライド，地域の食，こども食料大使，メ

ディア・リテラシー

（報文）
ため池周辺に形成された湿地の成因について

向井田善朗・倉島 栄一・東 淳樹

渡邉 富雄・佐藤 泰英

岩手県奥州市胆沢区に点在するため池の多くは灌漑施設とし
ての役割を終えたが，生態系保全の観点から，従前の状態をと
どめた保存がはかられた。朴の木ため池もその一つであり，た
め池の築堤部直下の休耕田には高層湿原が形成され，ハッチョ
ウトンボの繁殖が確認された。ため池の浸出水と湿原との関係
を明らかにするため降水量，ため池水位，堤防付近の地下水
位，体積含水率を観測した。その結果，短期的にも長期的に
も，地下水位はため池水位と連動して変化し，体積含水率は期
間をとおして高く，ため池からの浸透によって湿原が形成され
たものと判断された．また，類似条件下のため池にでは，同様
な生物の生息環境を形成しうることが示唆された。

（水土の知７７―９，pp．２１～２４，２００９）
ため池，圃場整備，二次的自然，休耕湿原，ハッチョウ

トンボ

（報文）
米国カリフォルニア州における農業用水を巡る現状と将来計画

川島 秀樹・浅野 孝

カリフォルニア農業におおきな恩恵を与えてきた農業用水
は，深刻な渇水問題や環境問題をはじめとして，現在，さまざ
まな課題に直面している状況にある。また，州内人口が急速に
増加している中，慢性的な水不足や農地の塩害の問題は，長年
の間根本的解決には至っていないのが実情である。それらの課
題が州内農業の持続的な発展における重大な脅威となっている
ため，灌漑の持続性を失いかねないこれらの事態の回避・軽減
を図りつつ，農業用水の持続的な使用を目指すことが必要と
なっている。本誌２００９年８月号（米国カリフォルニア州にお
ける農業の概要と灌漑技術の発達）の続編である本報において
は，都市用水や環境用水との競合等を含めたカリフォルニア州
における農業用水を巡る現在のさまざまな課題とそれに対する
政府の施策，将来的な動向等について，その概要を報告する。

（水土の知７７―９，pp．２５～３０，２００９）
農業用水，渇水問題，節水対策，水利用形態，環境問

題，水資源確保，将来計画

（報文）
国営神流川沿岸地区における野鳥保全対策とモニタリング調査

加藤 修一

一級河川利根川水系神流川を水源とする国営かんがい排水事
業神流川沿岸地区では，前歴事業によって整備された神流川頭
首工は建設後５０年以上，用水路については３０年以上が経過
し，老朽化による機能低下が著しいため改修工事を行ってい
る。工事における野鳥保全対策として，①頭首工地点における
バン，②羽根倉調整池におけるバン，③幹線用水路の改修・新
設工事におけるオオタカを保全対象に選定し，頭首工地点にお
いては植生の移植復元，羽根倉調整池は代償措置である人工浮
島の設置，幹線用水路は工事による影響低減などの対策を実施
し，モニタリング調査と保全対策の効果について考察を行っ
た。

（水土の知７７―９，pp．３１～３４，２００９）
準絶滅危惧種，モニタリング調査，代償措置，人工浮

島，生物多様性保全，順応型管理

（技術リポート：北海道支部）
農業用パイプラインに対する相関式漏水探査法の適用性

中川 靖起・斉藤 修一・荒川 潤

相関式漏水探査法は，管体を伝わる漏水音（低周波）を複数
の調査地点で捉え，解析することによって漏水の発生位置を特
定するものである。近年上水道施設の調査で用いられている
が，上水道施設とは異なり，多種多様な管種で構成される農業
用パイプラインでの適用事例は少ない。そこで実際の農業用パ
イプライン施設での検証試験を行った。その結果，鋼製管区間
ではおよそ１，０００m程度まで測定可能との結果となったが，
樹脂製管区間，鋼製管・樹脂製管の混在区間ではばらつきが大
きく，測定不能区間もあった。また，口径による影響はどの区
間でも明確には見られなかった。また，地下水流や河川，生活
雑音等の阻害要因により影響を受けることが確認された。

（水土の知７７―９，pp．３６～３７，２００９）
機能診断，パイプライン，畑地灌漑，漏水調査，相関式

漏水探査



（技術リポート：東北支部）
パイプライン分水槽への

「らせん案内路式ドロップシャフト」の適用

佐藤 孝・加藤 雅治

農業用パイプラインの分水槽内の落差処理として，らせん案
内路式ドロップシャフトの適用を試み，水理模型実験による効
果の確認および実施設への設置，さらに通水調査を実施した。
模型実験の結果から，下流に連行される空気量は，従来の堰越
流タイプや縦管タイプに比べてドロップシャフトがきわめて小
さく，渦流効果が発揮されることが確認できた。また回転数を
変えても優位性は変わらなかった。実ラインへの試験施工を行
い，施工工期の短縮や維持管理配管の削減効果が達成できた。
さらに通水後１年および２年の調査において，問題なく配水
していることを確認した。

（水土の知７７―９，pp．３８～３９，２００９）
パイプライン，分水槽，落差処理，空気連行，水理機

能，渦流

（技術リポート：関東支部）
手野式ハス田の圃場整備

菊池 智士

茨城県土浦市は，霞ヶ浦湖畔に位置し，全国有数のハス田地
帯を抱えている。今回紹介する手野地区もレンコンの産地であ
るが，軟弱地盤であるがゆえ未整備であり，効率的なレンコン
栽培ができなかった。このため，地元および関係機関が協力
し，圃場整備に取り組んでいる。ハス田の整備は，他産地の整
備を参考としながらも，手野独自の方法で行われている。雑物
除去後，地盤改良により道路を整備し，重機や資材を搬入して
いる。また，排水路は田面排水だけでなく，水持ちも必要なこ
とから，田面から突き出た形状とした。現在，地区の大分部で
区画整備が完了し，整備済みのハス田で営農が行われている。

（水土の知７７―９，pp．４０～４１，２００９）
圃場整備，農地保全，軟弱地盤，工法・施工，地盤改良

（技術リポート：京都支部）
木津用水路における水質の簡易浄化

一阪 郁久・田上 雅之・鈴木 舞子

新濃尾地区管内の木津用水路周辺では，周辺地域の都市化・
混住化の進展に伴い，家庭雑排水等の流入により，農業用水の
水質が悪化している状況にある。これを解消するため，木津用
水路に流入する主な家庭雑排水等については，専用の排水導水
管にて簡易浄化施設へ導水し，水質浄化を行った後，排水路を
流下させることとしている。本報では，この簡易浄化施設の設
置に向けた検討の経緯と簡易浄化施設の概要について述べる。

（水土の知７７―９，pp．４２～４３，２００９）
用排分離，水質浄化，窒素除去，河川共用，流入排水

（技術リポート：中国四国支部）
広域農道整備における生態系・景観保全対策と

その効果に対する検証と改善

秋山 浩三

広域営農団地農道整備事業明神地区において広島県自然環境
保全地域指定となる「黒川明神山」と野外活動施設（旧湿地帯）
の間に計画される農道約５２０mの整備における環境配慮にお
いて，生態的回廊の遮断が懸念されるほか，コニーデ形状（富
士山型形状）により景観保全指定されていることから，景観の
維持を行う必要があった。このため，生態系保全では両生類
（ニホンヒキガエル等），小中型哺乳類（コウベモグラ，ジネズ
ミ等）の移動阻害の改善対策に取り組むほか，現地埋土種子と
自然定着種子による法面緑化を行い，在来植物における遺伝子
の混雑防止を行った。また，景観保全では道路設置に伴い山地
形状の変形が発生するため，景観変形防止対策などに取り組
み，その効果に対する検証と改善について報告するとともに，
今後の課題について検討した。

（水土の知７７―９，pp．４４～４５，２００９）
生態的回廊，遺伝子撹乱，景観変形，埋土種子，モニタ

リング

（技術リポート：九州支部）
ダム貯水量の不足による節水灌漑への転換

篠原 淳一

県営畑地帯総合整備事業（担い手育成型）三崎地区にて畑地
灌漑施設整備を行い，平成２０年から順次散水を開始して，平
成２２年には全受益６９haの散水を行う予定である。しかし，
水源である西部ダムの貯水量回復が当初の想定よりも低調であ
り，計画どおりの安定的な水利用が行えない事態が発生してい
る。このため，新規水源の確保が必要となることから，現在建
設中である徳之島ダムへの部分的な受益編入を行うこととして
いる。しかし，地区の全受益が散水を開始する平成２２年か
ら，徳之島ダムが供用開始を予定する平成２６年までの４年間
は西部ダムのみで全受益を賄う必要がある。このため，西部ダ
ムにおける水収支の再検証を通じて，節水灌漑の導入を検討す
る必要が生じた。本報では，これらの概要について報告する。

（水土の知７７―９，pp．４６～４７，２００９）
畑地灌漑，水収支，日消費水量，間断日数，サトウキ

ビ，有効降雨，スプリンクラー
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